
（様式１）


群馬県多言語翻訳対応LINE公式アカウントの構築・管理業務
企画提案参加表明書

令和　　　年　　　月　　　日

群馬県地域創生部ぐんま暮らし・外国人活躍推進課長　あて

事業者　　所 在 地

事業者名

代表者職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　
「群馬県多言語翻訳対応LINE公式アカウントの構築・管理業務」の公募に対し、本書のとおり応募を表明します。


	事業者名
	

	所在地
	

	担当者
	所属・役職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	電子メールアドレス
	




（１）提出方法　本書を作成し電子メールで提出すること。
（２）提出期間　令和８年３月４日（水）～令和８年３月９日（月）正午（必着）
（３）提 出 先　群馬県前橋市大手町１－１－１
群馬県 地域創生部 ぐんま暮らし・外国人活躍推進課 外国人活躍推進係
電話　　　　　　　　　０２７－２２６－３３９６（直通）
電子メールアドレス　　gunkurashi@pref.gunma.lg.jp





（様式２）
質　　問　　書

令和　　年　　　月　　　日

群馬県ぐんま暮らし・外国人活躍推進課長　あて

事業者　　所 在 地

事業者名

代表者職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　
群馬県が実施する「群馬県多言語翻訳対応LINE公式アカウントの構築・管理業務」の企画提案について、次の事項を質問します。

	質問内容
	

	回答先
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	電子メールアドレス
	



(１)　質問の受付期限　令和８年３月４日（水）～３月１０日（火）正午まで（必着）
(２)　質問の提出方法　本書を作成の上、電子メールで提出すること。
(３)　回答方法　質問書を受け付けた翌日から起算して原則３日以内（土曜日、日曜日、祝祭日を除く）を目途に、電子メールにより回答する。
(４)　そ の 他　受け付けたすべての質問について、質問を提出した事業者名は公開しない。
質問に対する回答は、原則全ての参加表明者に電子メールで回答するが、参加表明
者の提案内容に密接に関わる内容である場合、個別回答にとどめることとする。
(５)　提 出 先　群馬県前橋市大手町１－１－１
群馬県 地域創生部 ぐんま暮らし・外国人活躍推進課 外国人活躍推進係
電話　　　　　　　　　０２７－２２６－３３９６（直通）
電子メールアドレス　　gunkurashi@pref.gunma.lg.jp




（様式３）
企画提案書

令和　　　年　　　月　　　日



群馬県知事　山本　一太　あて



提出者　　所 在 地

事業者名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　
群馬県が実施する「群馬県多言語翻訳対応LINE公式アカウントの構築・管理業務」の企画提案について、関係書類を添えて応募します。


	事業者名
	

	（支店・支社名）
	

	所在地
	

	（支店・支社の所在地）
	

	担当者
	所属・役職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	電子メールアドレス
	





（様式４）
業務実施体制申告書
１　事業者の概要
	名　　称
（会社名等）
	

	代　表　者
（役職・氏名）
	

	所　在　地
	〒　　　-


	資本金
又は出資金
	

	設立時期
	

	従業員数
	

	事業内容
	



２　類似業務の主な実績
	








　　※別紙でも可。

３　実施体制
	








　　※体制図で記載すること。別紙でも可。


（様式５）
誓　約　書

令和　　　年　　　月　　　日



群馬県知事　山本　一太　あて



住所（法人等にあっては所在地）



氏名（法人等にあっては法人名及び代表者氏名）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　私は、下記の事項について誓約します。
　なお、必要な場合には、群馬県警察本部に照会することについて承諾します。
記
１　自己又は自己の法人その他の団体の役員等は、次のいずれにも該当する者ではありません。
 (1)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
 (2)　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
 (3)　暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
 (4)　暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
 (5)　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
 (6)　暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者
 (7)　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者
 (8)　暴力団員と密接な交友関係を有する者
２　１(1)から(8)までに掲げる者（以下「暴力団等」という。）を下請契約等の相手方（間接補助事業者）にしません。
３　下請契約等の相手方（間接補助事業者）が暴力団等であることを知ったときは、当該下請契約等を解除（間接補助事業に係る交付決定を取り消）します。
４　自己、自己の法人その他の団体又は下請契約等の相手方（間接補助事業者）が暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、県に報告し、警察に通報します。


（様式６）
課 税 事 業 者 届 出 書

令和　　年    月    日

  群馬県知事　山本　一太　　あて

                                  　　住 所
                                    　事業者名　
                                    　代表者名　　　　      　　　         


  下記の期間については、消費税法の課税事業者（同法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者以外の者）であるので、その旨届出します。
                                   
記

        課税期間         自                年     月     日
                         至                年     月     日

        課税期間         自                年     月     日
        （予定）         至                年     月     日








（注）契約期間が課税期間を超える場合には、課税期間(予定)を記入すること。


（様式７）
免 税 事 業 者 届 出 書
令和　　年    月    日

  群馬県知事　山本　一太　　あて

                                  　　住 所
                                    　事業者名　
                                    　代表者名　　　　　      　　　         


  下記の期間については、消費税法の免税事業者（同法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免除される事業者）であるので、その旨届出します。

記

        　免税期間       自                年     月     日
                         至                年     月     日

        　免税期間       自                年     月     日
        　（予定）       至                年     月     日









（注）契約期間が免税期間を超える場合には、免税期間(予定)を記入すること。
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